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持ち直しの動きがみられる家電販売 

 

１．家電販売には持ち直しの動きがみられる（図１）。 

 

２．家電の普及率の推移を見ると、テレビ等の主要家電の普及率は高止まりしていること

から、家電需要は買い替えによるところが大きい（図２）。 

 

３．家電の平均的な買い替え年数は、上位機種への買い替えが比較的多いデジタル家電で

は５年程度、故障による買い替えが大半な白物家電では 10 年程度だが（図３）、販売

店からは、このところリーマンショック後の家電エコポイント制度時（注１）や 2011

年の地デジ化時（注２）に家電を購入した消費者の買い替え需要がみられるとの声が

聞かれる（図４）。 

 

４．家電の買い替え需要の高まりを検証するため、家電販売額からデジタル家電等の短期

のサイクルと白物家電等の長期のサイクルの各成分を抽出すると（注３）、足元では短

期のサイクルが家電販売額を約 0.3 兆円押し上げていることが分かる。また、長期の

サイクルについては約 0.2 兆円の下押し要因となっているものの、徐々に縮小へ向か

っている（図５）。 

 

５．加えて、家電の高付加価値化の進展も買い替え需要を下支えしていると考えられる。

このところテレビ等の主要家電の平均購入単価が上昇しているが、背景には高品質・

高機能な家電に対する需要の高まりがあるとみられる（図６）。販売店からも、高付加

価値で高単価な家電の需要が伸びているとの声が聞かれる（前掲図４）。 

 

６．耐久消費財の買い時として、今後半年間に今よりも良くなると考える消費者の割合が

高まっていることもあり、家電販売は持ち直しの動きが続くと期待される（図７）。 

 

（注１）2009 年５月～2011年３月にかけて実施。省エネ性能の高い、テレビ、エアコン、冷蔵庫が対象。 

（注２）2011年７月に東北３県（岩手・宮城・福島）を除き地上デジタル放送へ移行。2012年３月に東北

３県も完全移行。 

（注３）内閣府「消費動向調査」の各種家電の平均買い替え年数を参考に、短期のサイクルの周期を２年

～９年、長期のサイクルの周期を９年～14年と仮定し、各周期のサイクル成分を抽出した。なお、サイク

ル成分が正の値であれば販売額を押し上げ、負の値であれば販売額を押し下げていることを意味する。 



（備考）１．内閣府「消費動向調査」、経済産業省「商業動態統計」、 

総務省「消費者物価指数」により作成。 

    ２．商業動態統計の機械器具小売業を実質化した値。実質化には、 

CPI の耐久消費財から自動車及び家具類を除いた系列を作成のうえ用いた。 

    ３．３ＭＡは後方３か月移動平均値を意味する。 
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（備考）１．内閣府「消費動向調査」により作成。二人以上の世帯。 

    ２．直近３年間（2015年３月、16年３月、17年３月）の平均値。 

60

65

70

75

80

85

90

95

100

2004 06 08 10 12 14 16

テレビ エアコン

パソコン 携帯電話

（％）

（年度）

90

95

100

105

110

115

120

125

130

135

140

季節調整値（実質）

３ＭＡ

（2015＝100）

（年）

図１．家電販売の動向            図２．普及率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３．主要家電の平均使用年数と買い替え理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（備考）内閣府「景気ウォッチャー調査」により作成。 

（備考）１．経済産業省「商業動態統計」、総務省「消費者物価指数」により作成。 

    ２．サイクル成分は、正の値であれば販売額を押し上げ、負の値であれば販売額を 

押し下げていることを意味する。具体的な作成方法は以下のとおり。 

まず商業動態統計の機械器具小売業の販売額について、2017 年の実績値をもとに、 

公表されている前年比の値を利用して過去の値を遡及して作成のうえ、 

CPI 耐久消費財（除く自動車及び家具類）を用いて 2015年を基準に 

実質化（2015年の販売額は 5兆 9733億円）し、季節調整を施した。次に、当該系列に 

バンドパスフィルタ（CF フィルタ）を適用し、各サイクル成分を抽出した。 

抽出するサイクルの周期については、短期のサイクルの周期を２年～９年、 

長期のサイクルの周期を９年～14 年と仮定した。仮定にあたっては、 

内閣府「消費動向調査」（1992年３月調査～2017年３月調査）をもとに、 

短期のサイクルの下限である２年はデジタル家電の中で買い替え年数の短い携帯電話の 

過去最も短かった平均買い替え年数の実績値（2.0年）をもとに設定し、長期のサイクルの 

上限である 14年は白物家電の中でも買い替え年数の長い冷蔵庫とエアコンの過去最も 

長かった平均買い替え年数の実績値（13.3 年と 13.6年）をもとに設定した。また、短期と 

長期の境目である９年はデジタル家電の中でも買い替え年数の長いテレビと白物家電の 

中でも買い替え年数の短い洗濯機の平均買い替え年数の各々の平均値をもとに設定した。 

家電量販店
（南関東）

2017年８月調査

エコポイント制度時に購入した客の買換えサイクルとな
り、買換え需要が出ている。

一般小売店［家電］
（北関東）

2017年９月調査

2011年の完全地上デジタル化放送に伴う家電エコポエン
ト制度利用で購入した、液晶テレビの買換え需要が少し
ずつ出てきている。

家電量販店
（東海）

2017年10月調査

有機ＥＬテレビや新型冷蔵庫等の高単価商品がよく売れ
ている。

家電量販店
（近畿）

2017年11月調査

冷蔵庫やエアコンの省エネタイプなど、高付加価値で価
格の高い商品が動いている。
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図４．家電販売店の声 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５．家電需要のサイクル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（備考）１．内閣府「消費動向調査」により作成。二人以上の世帯。 

    ２．2013 年４月調査より調査方法が変更されたことによる断層調整のため、 

並行調査期間（2012年７月～13年３月）の結果をもとにリンク係数を作成し、 

      2013 年３月以前の結果と接続している。 

    ３．数字は「耐久消費財の買い時としては、今後半年間に今よりも良くなると思いますか。 

      悪くなると思いますか。」との質問に対する回答（「良くなる」、「やや良くなる」、 

      「変わらない」、「やや悪くなる」、「悪くなる」）に対し、順に 1、0.75、0.5、 

0.25、0 の点数を与え、各回答の構成比（％）をウェイトに合計したもの。 

（備考）JEITA、Gfkデータにより作成。 
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図６．主要家電の平均購入単価と４Ｋ対応テレビの動向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図７．耐久消費財の買い時判断の推移 
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